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令 和 ４ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 会 計 予 算 

 （総則） 

第１条 令和４年度阿久根市の水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

 給 水 戸 数        ９ ,６６０戸 

 年 間 総 給 水 量     ３,５２０,０００立方メートル 

 １ 日 平 均 給 水 量        ９ ,６４４立方メートル 

 主要な建設改良事業 

原水設備改良費        １４,４９０千円 

    配水設備改良費        ６８,８３１千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

           収           入  

 第１款  水 道 事 業 収 益     ５８５,５２９千円 

  第１項 営 業 収 益     ４１９,５２６千円 

  第２項 営 業 外 収 益     １６５,９９９千円 

  第３項 特 別 利 益            ４千円 
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           支           出  

 第１款  水 道 事 業 費 用     ５２２,７３８千円 

  第１項 営 業 費 用     ４５９,９７３千円 

  第２項 営 業 外 費 用      ５８,７６４千円 

  第３項 特 別 損 失          １千円 

  第４項 予 備 費       ４ ,０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２３０,７１９ 

千円は，当年度分損益勘定留保資金１７１,３２４千円，当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額７,５７４千円， 

建設改良積立金５１,８２１千円で補 するものとする。）。 

           収           入  

 第１款  資 本 的 収 入     ３０,００１千円 

  第１項 企 業 債     ３０,０００千円 

  第２項 固定資産売却代金         １千円 

           支           出  

 第１款  資 本 的 支 出    ２６０,７２０千円 

  第１項 建 設 改 良 費     ８３,９５３千円 

  第２項 企 業 債 償 還 金    １７３,７６６千円 
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  第３項 投 資 及 び 基 金            １千円 

第４項 予 備 費       ３ ,０００千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利   率 償 還 の 方 法 

令 和 ４ 年 度 配 水 管

布 設 替 事 業

千円 

３０,０００ 
証書借入又 

は証券発行 

年利５.０％以内。ただ

し，利率見直し方式で借

り入れる場合について，

利率の見直しを行った後

においては，当該見直し

後の利率とする。 

政府資金についてはその融資条件に

より，銀行その他の場合にはその債

権者との協定によるものとする。た

だし，市財政の都合により据置期間

及び償還期限を短縮し，若しくは繰

上償還又は低利に借換えすることが

できる。 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は，２０,０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

 営業費用及び営業外費用の間の流用 

 建設改良費及び企業債償還金の間の流用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 
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第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経費をその経費の金額

に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。 

 職 員 給 与 費  ５５,４４１千円 

（他会計からの補助金） 

第９条 水道事業に助成するため，一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，４２,２２９千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は，６,６７７千円と定める。 

  令和４年２月２５日提出 

阿久根市長  西 平 良 将     
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予 算 に 関 す る 説 明 書 

水 道 事 業 会 計 





令 和 ４ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 

収 益 的 収 入 及 び 支 出 

収 入 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 水 道 事 業 収 益   585,529  

 １ 営 業 収 益  419,526  

  １ 給 水 収 益 417,219  

  ２ そ の 他 営 業 収 益 2,307  

 ２ 営 業 外 収 益  165,999  

  １ 受取利息及び配当金 765  

  ２ 補 助 金 1  

  ３ 他 会 計 補 助 金 42,229  

  ４ 資 本 費 繰 入 収 益 73,211  

  ５ 雑 収 益 521  

  ６ 長 期 前 受 金 戻 入 49,272  

 ３ 特 別 利 益  4  

  １ 固 定 資 産 売 却 益 1  

２ 過 年 度 損 益 修 正 益 1  

３ 受 入 補 償 金 1  

  ４ そ の 他 特 別 収 益 1  
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支 出 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 水 道 事 業 費 用   522,738  

 １ 営 業 費 用  459,973  

  １ 原 水 費 116,592  

  ２ 配 水 及 び 給 水 費 61,359  

  ３ 業 務 費 36,631  

  ４ 総 係 費 19,586  

  ５ 減 価 償 却 費 220,595  

  ６ 資 産 減 耗 費 5,210  

 ２ 営 業 外 費 用  58,764  

  １ 支払利息及び企業債取扱諸費 23,963  

  ２ 消費税及び地方消費税 34,601  

  ３ 雑 支 出 200  

 ３ 特 別 損 失  1  

  １ 過 年 度 損 益 修 正 損 1  

 ４ 予 備 費  4,000  

  １ 予 備 費 4,000  
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資 本 的 収 入 及 び 支 出 

収 入 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 資 本 的 収 入   30,001  

 １ 企 業 債  30,000  

  １ 企 業 債 30,000  

 ２ 固 定 資 産 売 却 代 金  1  

  １ 固 定 資 産 売 却 代 金 1  
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支 出 

                                                             （単位：千円） 

款 項 目 予  定  額 備      考 

１ 資 本 的 支 出   260,720  

 １ 建 設 改 良 費  83,953  

  １ 原 水 設 備 改 良 費 14,490  

  ２ 配 水 設 備 改 良 費 68,831  

  ３ 固 定 資 産 購 入 費 0  

  ４ メ ー タ ー 購 入 費 632  

 ２ 企 業 債 償 還 金  173,766  

  １ 企 業 債 償 還 金 173,766  

 ３ 投 資 及 び 基 金  1  

  １ 出 資 金 1  

 ４ 予 備 費  3,000  

  １ 予 備 費 3,000  
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資金期首残高 １,１４６,６８５,００７
資金期末残高 １,１８９,１０３,４６５

資金増加額（又は減少額） ４２,４１８,４５８

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ３０,０００,０００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １７３,７６５,３６４
財務活動によるキャッシュ・フロー △ １４３,７６５,３６４

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ ７５,７４５,０００
出資による支出 ０

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ２,５３４,０００
一般会計からの繰入金による収入

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息及び配当金の受取額 ７６５,０００
利息の支払額 △ ２３,９６３,０００
業務活動によるキャッシュ・フロー １８８,７１７,８２２

未払金の増減額（△は減少） △ ４,８４３,０００
小　計 ２１１,９１５,８２２

未収金の増減額（△は増加） ２５０,７０５
たな卸資産の増減額（△は増加） ０

支払利息 ２３,９６３,０００
資本費繰入収益 △ ７３,２１１,０００

長期前受金戻入額 △ ４９,２７２,１５７
受取利息及び受取配当金 △ ７６５,０００

２２０,５９４,２７４
資産減耗費 ５,１００,０００

貸倒引当金の増減額（△は減少） ５７,０００

令 和 ４ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令　和　4 年 4 月 1 日 か ら 令　和　5 年 3 月 3 1 日 ま で ）

７３,２１１,０００

（ 単 位 ： 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー

賞与引当金の増減額（△は減少） △ ２６６,０００

当期純利益又は当期純損失（△） ９０,３０８,０００
減価償却費
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給 与 費 明 細 書 

 １ 総 括 

 会計年度任用職員以外の職員 

区 分 
職員数 

(人) 

給       与       費 

法定福利費 

(千円) 

合  計 

(千円) 
報 酬 

(千円)

給 料 

(千円) 

手 当 

(千円) 

計 

(千円) 

本 年 度 7 0 25,123 12,314 37,437 7,644 45,081 

前 年 度 9 0 34,898 18,547 53,445 10,915 64,360 

比 較 △2 0 △9,775 △6,233 △16,008 △3,271 △19,279 

 会計年度任用職員 

区 分 
職員数 

(人) 

給       与       費 

法定福利費 

(千円) 

合  計 

(千円) 
報 酬 

(千円)

給 料 

(千円) 

手 当 

(千円) 

計 

(千円) 

本 年 度 （4） 7,442 0 1,444 8,886 1,474 10,360 

前 年 度 （3） 6,563 0 0 6,563 1,207 7,770 

比 較 （1） 879 0 1,444 2,323 267 2,590 

 ※（ ）内は，一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比べて短い職員の人数を計上 
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 手当の内訳 

手 当 の 

内 訳 

区 分 
扶養手当 

(千円) 

住居手当 

(千円) 

通勤手当 

(千円) 

時 間 外 

勤務手当 

(千円) 

期末勤勉 

手 当 

(千円) 

管 理 職 

手 当 

(千円) 

管理職員 

特別勤務 

手 当 

(千円) 

児童手当 

(千円)

本 年 度 360 516 311 2,000 8,249 444 14 420

前 年 度 870 450 287 2,000 13,657 444 14 825

比 較 △510 66 24 0 △5,408 0 0 △405

 ２ 給料及び手当の増減額の明細 

区 分 増 減 額 

(千円)

増 減 事 由 別 内 訳 

(千円)

説       明 備            考 

給 料 △9,775 昇給に伴う増加

分 

210  職員数の異動状況 

その他の増減分 △9,985 人事異動等による   当該年度の前年

度当初職員数

〔異動数〕 当 該 年 度  

当初職員数  

 ４年度

 ３年度

 増 減

9 人 

9 人 

0 人 

△2 人

0 人

△2 人

7 人 

9 人 

△2 人 

職員手当 △6,233 その他の増減分 △6,233 扶養手当 

住居手当 

通勤手当 

期末勤勉手当 

児童手当 

△510千円

66千円

24千円

△5,408千円 

△405千円 
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３ 給料及び手当の状況 

 職員１人当たり給与 

区              分 企 業 職 

４年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ３１５,７００ 

平 均 給 与 月 額（円） ３３１,３４１ 

平 均 年 齢（歳） ５１.３ 

３年１月１日現在 

平 均 給 料 月 額（円） ３２２,３３３ 

平 均 給 与 月 額（円） ３４９,００４ 

平 均 年 齢（歳） ４８.７ 

 初任給 

区     分 企 業 職 

(円)

一 般 会 計 の 制 度 

一 般 行 政 職 

(円)

高  校  卒 １５０,６００ １５０,６００ 

大  学  卒 １７１,７００ １７１,７００ 
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 級別職員数 

区     分 
企       業       職 

級 職 員 数 (人) 構 成 比 (％) 

４年１月１日現在 

７   級   

６   級 １ １２.５ 

５   級 １ １２.５ 

４   級 ３ ３７.５ 

３   級 １ １２.５ 

２   級 ２ ２５.０ 

１   級   

計 ８ １００  

３年１月１日現在 

７   級   

６   級 １ １１.１ 

５   級 １ １１.１ 

４   級 ４ ４４.５ 

３   級 １ １１.１ 

２   級 １ １１.１ 

１   級 １ １１.１ 

計 ９ １００  
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 （級別の基準となる職務） 

区   分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級 

企 業 職 

１ 主事補又は

技師補の職務 

２ 主事又は技

師の職務 

 高度の知識又

は経験を必要と

する業務を行う

主事又は技師の

職務 

 主任の職務 １ 係長の職務 

２ 主査の職務 

３ 参事補の職

務 

１ 課長補佐の

職務 

２ 主幹の職務 

１ 課長の職務 

２ 参事の職務 

 政策監の職務 
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 昇給 

区          分 企  業  職 

本

年

度

職 員 数 (A)  （人） ７    

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ４    

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）   

  ２号給 （人）  

  ３号給 （人）    

  ４号給 （人） ４    

比 率 (B)／(A)  （％）  ５７．１  

前

年

度

職 員 数 (A)  （人） ９    

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  （人） ６    

号 給 数 別 内 訳 

  １号給 （人）     

  ２号給 （人）     

  ３号給 （人）     

  ４号給 （人） ６    

比 率 (B)／(A)  （％）  ６６.７  
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 期末手当・勤勉手当 

区     分 
支 給 期 別 支 給 率 

支給率計（月分） 
職制上の段階，職務の 

級等による加算措置 
備   考 

６月（月分） 12月（月分） 

本  年  度 ２.１５０  ２.１５０  ４.３０  有 

前  年  度 ２.２２５  ２.２２５  ４.４５ 有 

一般会計の制度 ２.１５０  ２.１５０  ４.３０  有 

 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 

区   分 
２０年勤続の者 

（月分）

２５年勤続の者 

（月分）

３５年勤続の者 

（月分）

最 高 限 度 

（月分）

そ の 他 の

加 算 措 置 等 
備   考 

支 給 率 等 ２６.３６５５０ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(２％～20％加算) 

一般職の職員の退職手当に

関する条例（昭和58年鹿児

島県町村職員退職手当組合

条例第２号）による 

一般会計の制度 

（支給率等） 
２６.３６５５０ ３３.２７０７５ ４７.７０９００ ４７.７０９００ 

定年前早期退職特

例措置 

(２％～20％加算) 

－120－



 その他の手当 

区     分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 同  

通 勤 手 当 同  
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令 和 ３ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書 

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）                 （税抜） 

 円 円 円 

１ 営 業 収 益    

 給 水 収 益 406,527,000   

 そ の 他 営 業 収 益 2,280,000 408,807,000  

２ 営 業 費 用    

 原 水 費 96,484,000   

 配 水 及 び 給 水 費 45,952,000   

 業 務 費 36,742,000   

 総 係 費 25,493,000   

 減 価 償 却 費 222,841,000   

 資 産 減 耗 費 0 427,512,000 

   営 業 損 失   18,705,000 

３ 営 業 外 収 益    

受取利息及び配当金 1,614,000   

 他 会 計 補 助 金 42,340,000   

  資 本 費 繰 入 収 益 75,577,000   

  雑 収 益 2,391,000   

  長 期 前 受 金 戻 入 50,616,000 172,538,000  
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  円 円 円 

４ 営 業 外 費 用    

支 払 利 息 及 び 

企 業 債 取 扱 諸 費 
26,458,000   

雑 支 出 6,000 26,464,000 146,074,000 

   経 常 利 益   127,369,000 

５ 特 別 利 益   

そ の 他 特 別 利 益 0 0  

６ 特 別 損 失    

そ の 他 特 別 損 失 0 0 0 

  当 年 度 純 利 益   127,369,000 

  前年度繰越利益剰余金   213,623,316 

  当年度未処分利益剰余金   340,992,316 
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令 和 ３ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 

（ 令 和 ４ 年 ３ 月 ３ １ 日 ） 

資 産 の 部 

 円 円 円 円 

１ 固 定 資 産     

 有 形 固 定 資 産     

  イ 土 地  124,968,551   

  ロ 立 木  850,324   

  ハ 建 物 196,152,868    

    減 価 償 却 累 計 額 △82,375,977 113,776,891   

  ニ 構 築 物 6,727,528,610    

    減 価 償 却 累 計 額 △2,633,858,476 4,093,670,134   

  ホ 機 械 及 び 装 置 1,569,536,654    

    減 価 償 却 累 計 額 △781,268,283 788,268,371   

  ヘ 車 両 運 搬 具 4,590,792    

    減 価 償 却 累 計 額 △4,305,173 285,619   

  ト 工具，器具及び備品 20,797,300    

    減 価 償 却 累 計 額 △19,475,247 1,322,053   

  チ 建 設 仮 勘 定  15,007,400   

   有 形 固 定 資 産 合 計   5,138,149,343  
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 円 円 円 円 

 無 形 固 定 資 産     

  イ 電 話 加 入 権  100,500 

   無 形 固 定 資 産 合 計   100,500  

 投 資 そ の 他 の 資 産     

  イ 出 資 金  607,000 

   投資その他の資産合計   607,000 

   固 定 資 産 合 計    5,138,856,843 

２ 流 動 資 産     

 現 金 預 金   1,146,685,007  

 未 収 金  8,597,850   

 貸 倒 引 当 金  △282,850 8,315,000  

 貯 蔵 品   42,875 

   流 動 資 産 合 計    1,155,042,882 

   資 産 合 計    6,293,899,725 

負 債 の 部 

３ 固 定 負 債     

  企 業 債     
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  円 円 円 円 

  イ 建設改良費等に充てる 

ための企業債 
 1,866,583,967 

   企 業 債 合 計   1,866,583,967  

  引 当 金     

  イ 修 繕 引 当 金   14,080,000 

   引 当 金 合 計    14,080,000 

   固 定 負 債 合 計    1,880,663,967 

４ 流 動 負 債     

 企 業 債     

  イ 建設改良費等に充てる 

ための企業債 
 173,765,364 

   企 業 債 合 計    173,765,364  

 未 払 金   42,840,000  

 引 当 金     

  イ 賞 与 等 引 当 金  3,889,000 

   引 当 金 合 計    3,889,000  

 そ の 他 流 動 負 債    81,100 

   流 動 負 債 合 計    220,575,464 

５ 繰 延 収 益     

 長 期 前 受 金    1,513,174,487  

   長期前受金収益化累計額   △394,197,861 
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 円 円 円 円 

   繰 延 収 益 合 計    1,118,976,626 

   負 債 合 計    3,220,216,057 

資 本 の 部 

６ 資 本 金    1,855,202,802 

７ 剰 余 金     

 資 本 剰 余 金     

  イ 受 贈 財 産 評 価 額  10,550   

資 本 剰 余 金 合 計   10,550  

 利 益 剰 余 金     

  イ 減 債 積 立 金  59,342,000   

  ロ 建 設 改 良 積 立 金   818,136,000   

  ハ 当年度末処分利益剰余金  340,992,316 

   利 益 剰 余 金 合 計   1,218,470,316 

   剰 余 金 合 計    1,218,480,866 

   資 本 合 計    3,073,683,668 

   負 債 資 本 合 計    6,293,899,725 
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令和３年度注記 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

  １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法 

     ・主な耐用年数 

      建物       １０年～４５年 ， 構築物       １０年～６０年 ， 機械及び装置    ５年～５０年 

      車両運搬具         ５年 ， 工具，器具及び備品  ２年～１５年 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し，回収不能見込額を計上している。 

（２）退職給付引当金 

職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

（３）賞与等引当金 

職員の期末手当，勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担

に属する額を計上している。 
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４．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。   

Ⅱ．その他の注記  

（１）修繕引当金に関する経過措置  

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

（２）賞与等引当金の取崩し 

   令和３年６月において，職員の期末手当，勤勉手当及びこれに伴う法定福利費として６,４６７千円を支出するため，賞与等引当金５,４４１千円

を取り崩した。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

   令和３年度において，債権の不納欠損が発生するため，貸倒引当金１００千円を取り崩した。 
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令 和 ４ 年 度 阿 久 根 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 

（ 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日 ） 

資 産 の 部 

 円 円 円 円 

１ 固 定 資 産     

 有 形 固 定 資 産     

  イ 土 地  124,968,551   

  ロ 立 木  850,324   

  ハ 建 物 202,188,868    

    減 価 償 却 累 計 額  △86,704,916 115,483,952   

  ニ 構 築 物 6,807,145,010    

    減 価 償 却 累 計 額  △2,778,623,108 4,028,521,902   

  ホ 機 械 及 び 装 置 1,569,536,654    

    減 価 償 却 累 計 額  △852,630,487 716,906,167   

  へ 車 両 運 搬 具  4,590,792    

    減 価 償 却 累 計 額  △4,361,250 229,542   

  ト 工具，器具及び備品  20,797,300    

    減 価 償 却 累 計 額  △19,557,669 1,239,631   

  チ 建 設 仮 勘 定   0   

   有 形 固 定 資 産 合 計   4,988,200,069  

 無 形 固 定 資 産     
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   円 円 円 円 

  イ 電 話 加 入 権   100,500 

   無 形 固 定 資 産 合 計   100,500  

 投 資 そ の 他 の 資 産     

  イ 出 資 金  607,000 

   投資その他の資産合計   607,000 

   固 定 資 産 合 計    4,988,907,569 

２ 流 動 資 産     

 現 金 預 金   1,189,103,465  

 未 収 金  8,347,145   

 貸 倒 引 当 金   △339,850 8,007,295  

 貯 蔵 品   42,875 

   流 動 資 産 合 計    1,197,153,635 

   資 産 合 計    6,186,061,204 

負 債 の 部 

 円 円 円 円 

３ 固 定 負 債     

 企 業 債     

  イ 建設改良費等に充てるた

めの企業債 
 1,725,347,324 

   企 業 債 合 計    1,725,347,324  
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 円 円 円 円 

 引 当 金     

  イ 修 繕 引 当 金   14,080,000 

   引 当 金 合 計    14,080,000 

   固 定 負 債 合 計    1,739,427,324 

４ 流 動 負 債     

 企 業 債     

  イ 建設改良費等に充てるた

めの企業債 
 171,236,643 

   企 業 債 合 計    171,236,643  

 未 払 金   37,997,000  

 引 当 金     

  イ 賞 与 等 引 当 金  3,623,000 

   引 当 金 合 計    3,623,000  

 そ の 他 流 動 負 債    81,100 

   流 動 負 債 合 計    212,937,743 

５ 繰 延 収 益     

 長 期 前 受 金    1,513,174,487  

   長期前受金収益化累計額   △443,470,018 

   繰 延 収 益 合 計    1,069,704,469 

   負 債 合 計    3,022,069,536 
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資 本 の 部 

 円 円 円 円 

６ 資 本 金    1,855,202,802 

７ 剰 余 金     

 資 本 剰 余 金     

  イ 受 贈 財 産 評 価 額  10,550   

資 本 剰 余 金 合 計   10,550  

 利 益 剰 余 金     

  イ 減 債 積 立 金   59,342,000   

  ロ 建 設 改 良 積 立 金   766,315,000   

  ハ 当年度末処分利益剰余金  483,121,316 

   利 益 剰 余 金 合 計    1,308,778,316 

   剰 余 金 合 計     1,308,788,866 

   資 本 合 計    3,163,991,668 

   負 債 資 本 合 計    6,186,061,204 
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令和４年度注記   

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記  

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    貯蔵品・・・先入先出法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

定額法 

     ・主な耐用年数 

      建物       １０年～４５年 ， 構築物       １０年～６０年 ， 機械及び装置    ５年～５０年 

      車両運搬具         ５年 ， 工具，器具及び備品  ２年～１５年 

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し，回収不能見込額を計上している。 

（２）退職給付引当金 

職員の退職手当は，一般会計がその全部を負担することとなっているため，退職給付引当金は計上していない。 

（３）賞与等引当金 

職員の期末手当，勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担

に属する額を計上している。 
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４．その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。   

Ⅱ．その他の注記  

（１）修繕引当金に関する経過措置  

平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては，引き続き従前の例により取り崩すこととする。 

（２）賞与等引当金の取崩し 

   令和４年６月において，職員の期末手当，勤勉手当及びこれに伴う法定福利費として５,８３０千円を支出するため，賞与等引当金３,８８９千円

を取り崩した。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

   令和４年度において，債権の不納欠損が発生するため，貸倒引当金１００千円を取り崩した。 
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議    案    参    考 

水 道 事 業 会 計 





金 額

1 585,529 590,893 △ 5,364

1 営 業 収 益 419,526 433,972 △ 14,446

1 給 水 収 益 417,219 431,317 △ 14,098 水 道 料 金 415,723

給 水 負 担 金 1,496

2 その他営業収益 2,307 2,655 △ 348 他 会 計 負 担 金 1,359 消火栓維持管理費

手 数 料 948 検査，開閉栓，督促手数料

2 営 業 外 収 益 165,999 156,917 9,082

1 受取利息及び配当金 765 1,388 △ 623 預 金 利 息 765

2 補 助 金 1 1 0 補 助 金 1

3 他 会 計 補 助 金 42,229 42,745 △ 516 一般会計補助金 42,229

旧簡易水道過疎債・簡
水債利子
児童手当
統合水道に係る普通交
付税措置額

8,344

420
33,465

4 資本費繰入収益 73,211 75,577 △ 2,366 繰 入 金 73,211

水 道 事 業 収 益

比 較
区 分

旧簡易水道過疎債・簡水債元
金

収　　入　　支　　出　　の　　見　　積　　り　　基　　礎

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 説 明
節

目 本 年 度 前 年 度
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金 額

5 雑 収 益 521 526 △ 5 不用品売却収益 1

そ の 他 雑 収 益 520

6 長期前受金戻入 49,272 36,680 12,592 長期前受金補助金戻入 30,351

長期前受金その他戻入 18,921

3 特 別 利 益 4 4 0

1 固定資産売却益 1 1 0 有形固定資産売却益 1

2 過年度損益修正益 1 1 0 過年度損益修正益 1

3 受 入 補 償 金 1 1 0 移 設 補 償 金 1

4 その他特別利益 1 1 0 その他特別利益 1 　

款 項 目 本 年 度 前 年 度

減価償却費に係る長期前受金
補助金の収益化

減価償却費に係る長期前受金
工事負担金ほかの収益化

比 較
節

説 明
区 分

原子力立地給付金ほか

（単位：千円）
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金 額

1 522,738 543,480 △ 20,742

1 営 業 費 用 459,973 489,698 △ 29,725

1 原 水 費 116,592 115,721 871 報 酬 453 水源地除草作業

備 消 耗 品 費 809 水源地記録紙ほか

燃 料 費 563 発電機用燃料 　

通 信 運 搬 費 1,889 ＮＴＴ回線利用料 　

委 託 料 39,218 水源地管理業務委託ほか

　 手 数 料 15,714 水質検査手数料ほか

賃 借 料 157 運搬用車借上げ

修 繕 費 9,350 水源地機械器具等修繕

動 力 費 44,492 水源地高圧電気料

薬 品 費 3,654 次亜塩素酸ソーダほか

補 償 金 1

負 担 金 10

保 険 料 282

水道事業費用

区 分

支　　　　　　　　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説 明

建物総合損害共済
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金 額

　 2 配水及び給水費 61,359 60,075 1,284 報 酬 1,861 会計年度任用職員　1人

　 給 料 11,186 職員数　3人

手 当 4,944

期末勤勉手当
児童手当
その他手当
通勤手当

2,983
420
1,440
101

賞与等引当金繰入額 1,590
賞与分
法定福利費分

1,327
263

法 定 福 利 費 3,523 職員共済組合負担金 　

旅 費 659 日水協水道技術者研究会ほか

被 服 費 116 作業服ほか

　 備 消 耗 品 費 906 工事用工具類ほか

燃 料 費 564 ガソリン代

光 熱 水 費 449 配水池電気料

印 刷 製 本 費 55 工事申請書印刷

通 信 運 搬 費 1,054 ＮＴＴ専用回線料ほか

委 託 料 9,136

手 数 料 92

区 分
比 較

節
款 項 目 本 年 度 前 年 度

漏水当番店待機委託料ほか

自動車継続検査手数料

（単位：千円）

説 明
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金 額

　 　 　 賃 借 料 1,594 漏水時車借上げほか

　 修 繕 費 22,818
漏水修繕等
車両機械器具修繕
量水器修繕

17,050
330
5,438

補 償 金 1 　

負 担 金 356 会議負担金

保 険 料 439
施設賠償保険
自賠責保険料

346
93

公 課 費 16 自動車重量税

3 業 務 費 36,631 51,543 △ 14,912 報 酬 5,581

給 料 5,101 職員数　2人

　 手 当 2,610
期末勤勉手当
その他手当
通勤手当

1,394
1,036
180

賞与等引当金繰入額 617
賞与分
法定福利費分

467
150

法 定 福 利 費 2,399 職員共済組合負担金

旅 費 390

報 償 費 154 検針業務引継ぎほか

被 服 費 81

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

区 分

（単位：千円）

作業服ほか

説 明

会計年度任用職員　3人

料金滞納者県外徴収旅費ほか
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金 額

備 消 耗 品 費 729 コピー用紙ほか

燃 料 費 43 ガソリン代ほか

　 　 　 印 刷 製 本 費 949 納入通知書印刷ほか

　 通 信 運 搬 費 2,573 納付書発送料ほか

委 託 料 8,526 メーター検針委託料

手 数 料 2,811 口座・窓口手数料

賃 借 料 1,122

修 繕 費 330 公用車修理ほか

負 担 金 2,561

保 険 料 54
自動車損害共済
委託検針員傷害保険

21
33

4 総 係 費 19,586 30,572 △ 10,986 給 料 8,836 職員数　2人

手 当 3,228
期末勤勉手当
その他手当
通勤手当

2,340
858
30

賞与等引当金繰入額 1,416
賞与分
法定福利費分

1,182
234

法 定 福 利 費 2,549 職員共済組合負担金

旅 費 390

（単位：千円）

款 項 目

料金システム保守負担金ほか

本 年 度 前 年 度 比 較
節

区 分
説 明

日水協九州地方支部事務研究会
ほか

水道検針システム機器賃借料ほ
か
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金 額

報 償 費 63

被 服 費 58

　 　 　 備 消 耗 品 費 1,181

　 光 熱 水 費 120 事務所用光熱水費

印 刷 製 本 費 54 封筒印刷

通 信 運 搬 費 85 携帯・庁内電話料

委 託 料 990

賃 借 料 140

修 繕 費 22 事務機器等修繕

負 担 金 297
日水協正会員費
事務研究会参加料ほか

貸倒引当金繰入額 157 一般債権分

5 減 価 償 却 費 220,595 226,577 △ 5,982
有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

220,595 　

6 資 産 減 耗 費 5,210 5,210 0 固定資産除却費 5,100

　 たな卸資産減耗費 110 　

2 営 業 外 費 用 58,764 49,782 8,982 　 　

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

23,963 26,524 △ 2,561 企 業 債 利 息 23,897 　

節

公営企業会計処理支援業務委託

款 項 目 比 較
区 分

本 年 度 前 年 度

複写機カウンター料ほか

水道業務パソコン・プリンター
機器使用料

作業服ほか

（単位：千円）

説 明

水道事業運営委員7名
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金 額

支 払 利 息 66 一時金借入金利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

34,601 23,058 11,543 消費税及び地方消費税 34,601 　

3 雑 支 出 200 200 0 雑 支 出 200 　

3 特 別 損 失 1 0 1

1 過年度損益修正損 1 0 1 過年度損益修正損 1

4 予 備 費 4,000 4,000 0 　

　 1 予 備 費 4,000 4,000 0 予 備 費 4,000 　

比 較款 項 目 本 年 度
区 分

節
説 明

（単位：千円）

前 年 度
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金 額

1 30,001 30,001 0

1 企 業 債 30,000 30,000 0

1 企 業 債 30,000 30,000 0 企 業 債 30,000

2 固定資産売却代金 1 1 0

1 固定資産売却代金 1 1 0 固定資産売却代金 1

説 明
区 分

資 本 的 収 入

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　　　　入

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節
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金 額

1 260,720 355,528 △ 94,808

1 建 設 改 良 費 83,953 175,809 △ 91,856

1 原水設備改良費 14,490 15,690 △ 1,200 工 事 請 負 費 14,490

　 2 配水設備改良費 68,831 159,470 △ 90,639 補 償 金 1 　

　 工 事 請 負 費 68,830

3 固定資産購入費 0 120 △ 120 土 地 購 入 費 0 　

工 具 器 具 及 び
備 品 購 入 費

0 　

　 4 メーター購入費 632 529 103 メーター購入費 632 　

2 企業債償還金 173,766 176,718 △ 2,952 　 　

1 企 業 債 償 還 金 173,766 176,718 △ 2,952 企 業 債 償 還 金 173,766 　

3 投資及び基金 1 1 0 　 　

1 出 資 金 1 1 0 出 資 金 1 　

4 予 備 費 3,000 3,000 0 　 　

1 予 備 費 3,000 3,000 0 予 備 費 3,000

資 本 的 支 出

桜ヶ丘配水池外構整備工事
外７件

尻無第２浄水場管理橋架替工
事

支　　　　　　　　　　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較
節

説 明
区 分
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